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平 成 21年 度  

予 算 案 の 主 要 事 項（抄）  

¢厚 生 労 働 省  

【計数整理の結果、異動を生ずることがある。】   



Ⅰ
 
 
 



平成21年度 厚生労働省予算案総括表  

（単位：億円）  

（注1）平成20年度予算額は、当初予算額である。  

（注2）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。  

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］   



平成21年度 厚生労働省一般会計予算案  

社会保障関係費の内訳  

（単位：億円）  

平成20年度  平成21年度  

予算額  予算案   
増△ 減額   

社会保障関係費   216，136   246，522   30，386   

年 金   74，382   98，702   24，319   

医  療   85，644   90．252   4，609   

介  護   19，062   19．699   638   

福祉等   35，092   35，937   846   

雇  用   1，957   1，931   △25  



（単位：億円）  

（注1）平成2こ0年度予算額は、当初予算額である。  

（注2）特別会計の金額は、それぞれの勘定の歳出額を合計したものである。ただし、労働保険特別  

会計においては、徴収勘定を除いたものである（）  

（注3）計数は、それぞれ四捨五入によっているので、端数において合計と合致しないものがある。  

（注4）特別会計に関する法律（平成19年法律第23号）附則第67条の規定に基づき、国立高度  

専門医療センター特別会計は平成21年度の末日、船員保険特別会計は日本年金機構法（平成  
19年法律第109号）の施行の目の前日までの期間に限り設置することとされている。  

［計数整理の結果、異動を生ずることがある。］   



ント   Ⅱ  



年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、平成21年4月か  

ら基礎年金国庫負担割合を2分の1とする。また、年金記録の管理等に対する国民の皆  

様の不信感を払拭するため、引き続き徹底して迅速かつ効率的に対策を進める。  

9兆8，593億円   ○ 年金給付費国庫負担金  

年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、平成21年4月から  

基礎年金国庫負担割合を2分の1とする。   

年金記録の管理等に対する国民の皆様の不信感を払拭するため、コンピュータの記録  

と台帳等との計画的な突合せなどの対策を引き続き徹底して迅速かつ効率的に進める。  

（参考）平成20年度第1次補正予算により、紙台帳等の電子画像データ検索   

システムの構築等に着手する。  【204億円】  

また、平成20年度第2次補正予算案において、不適正な遡及訂正処理   
の可能性がある年金記録（年金受給者分約2万件）の調査等を行う。  

【11億円】   





高齢者が生き生きと安心して暮らせる健康現役社会を実現するため、安心で質の高い  

介護サービスの提供のための安定的・効率的な介護保険制度の運営、福祉・介護サービ  

スを担う人材の確保を行うとともに、医療も含めた総合的な認知症対策や介護予防対策  

等の関連施策を推進する。また、65歳までの雇用機会の確保、団塊世代の定年退職者  

の再就職支援等により、いくつになっても働ける社会の実現に向けた環境整備を図る。   

年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、平成21年4月か  

ら基礎年金国庫負担割合を2分の1とする。   

また、生活保護制度については、生活保護受給者の自立支援、制度の適正実施を推進  

する。  

1安心で質の高い介護サービスの確保   2兆976億円（2兆396億円）  

（1）地域における介護基盤の整備  407億円  
地域における介護施設を整備するとともに、高齢者ができる限り住み慣れた地域や   

家庭で自立し、安心して暮らし続けることができるよう、国土交通省との連携を図りつつ、   

地域福祉拠点としての公的賃貸住宅団地等の再整備（安心住空間創出プロジェクト）   

やケア付き住宅の整備を促進する。また、介護療養病床の介護療養型老人保健施設   

等への転換整備及び消防法改正に伴う、既存の認知症高齢者グループホーム等小規   

模福祉施設に対するスプリンクラーの整備を重点的に進めていく。   

（2）安定的・効率的な介護保険制度の運営  2兆378億円  

要介護認定の適正化やケアマネジメントの適切化をはじめとする適正化対策を推進   

するとともに、平成21年4月にプラス3．0％の介護報酬改定を行うことにより、介護従事  

者等の処遇改善を図ることとする。  

－●－－■■－－－一－－－－・－－－－－－－－－－－－－－－－－■一・－－■－一一－－－一一－・一一－－－－－－－●－－■－－一一－－－－－－一－－－－－■一一・－－－－－－－●‾－■－‾‾‾■■  

（参考）平成20年度第2次補正予算案において、平成21年4月の介護報酬改定等に：                                                                                                                                                l  
伴う介護保険料の急激な上昇を抑制する。（1，154億円）  

l ＿＿＿＿＿＿＿－＿▼＿＿一－－－－－■■■一－一一－－－－－一一－－－－一一－－－－－－－－－－－－－－－一一－－－－一一－－一－－－－－－一一－－－一一－－－－－－－－l   



（3）介護サービスの質の向上及び医療との連携促進  191億円   
①認知症対策の総合的な推進（第畠－3（次ページ）で詳述）   39億円  

②地域における人材の確保（新規）（第5－2－（2）（本ページ）で詳述） 2．6億円  

③訪問看護支援事業の実施（新規）  3．2億円  

在宅療養の充実を図るため、広域対応訪問着護ネットワークセンターにおいて、訪  

問看護の請求事務等の支援等を実施し、訪問看護事業の効率化、規模の拡大を支  

援する。  

2 福祉■介護人材確保対策の推進  169億円（44億円）  

（1）福祉・介護サービス従事者の確保の推進（新規）  

新たに福祉・介護サービスに従事した者に対する巡回相談及び事業者への助言、  

実習受入施設レベル向上のための講習を通じ、福祉・介護人材の定着の促進を図る。   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（210億円）の内数）  

「‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾■‾‾‾‾‾‾‾‾●‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾‾‾‾‾‾－  

：（参考）平成20年度第2次補正予算案において、以下の福祉・介護人材 l  

： 確保対策を実施。  

・福祉・介護人材の育成・定着の促進（205億円）  

（障害者自立支援対策臨時特例交付金（855億円）の内数）   

・介護福祉士等修学資金貸付事業の拡充（320億円）  

（2）地域における人材の確保（新規）  2．6億円   
①高齢者地域活動推進者養成支援事業  90百万円  

「安心と希望の介護ビジョン」を踏まえ、「高齢者地域活動推進者（コミュニティ・ワー  

ク・コーディネーター）」を年間300人（10年間で3，000人）養成することとし、意欲あ  

る地域の高齢者や住民が、主体的・積極的に活動するための環境を整備する。  

②生活（介護）支援サポーター養成支援事業  1．7億円   

新たな住民参加型サービス等の担い手を養成し、介護保険制度等社会保障制度  

と相保って、市民のための市民による支え合いの基盤を整備する。  

159億円   （3）介護労働者等の確保・定着（再掲・41ページ参照）  



3 認知症対策の総合的な推進  39億円（21億円）   

認知症疾患医療センター及び地域包括支援センターへの医療・介護連携担当者の配  

置をはじめ、若年性認知症に関する総合的な対策など、研究開発の推進から医療、介護  

現場での連携・支援に至るまで、認知症の医療と生活の質を高める施策を総合的に推進  

する。  

4 地域福祉の再構築（新規）   

地域において様々な生活課題を抱えている者を早期に発見し、公的な福祉サービス  

や地域の支え合いなどによって問題解決を図っていくための仕組みを構築する（例えば、  

市町村による全戸訪問調査や要援護者マップづくり、定期的な訪問等による見守りなど  

の取組により、高齢者等への虐待や孤立死の防止、災害時の要援護者対策等を推進す  

る。）。  

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（210億円）の内数）  

5 いくつになっても働ける社会の実現（再掲■37ページ参照）  

636億円（546億円）  

359億円  

64億円  

（1）希望すれば働き続けられる高齢者雇用の促進   

（2）団塊の世代が活躍できる環境の整備  

（3）多様な形態の就業による高齢者の生きがい対策の推進 147億円  

6 ひきこもりやホームレス等への支援  31億円（31億円）  

（1）ひきこもり対策の推進（新規）  

ひきこもりの問題の早期発見・早期対応のため、ひきこもりの状態にある本人や家族‘   

からの相談等の支援を行う「ひきこもり地域支援センター」（仮称）を都道府県・指定都  

市に整備する。   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（210億円）の内数）   



（2）ホームレス自立支援の推進  31億円  
ホームレスの自立支援を推進するため、巡回相談活動を行う総合相談推進事業や   

就業機会の確保を図るための就業支援事業等を実施する。  

また、ホームレス自立支援事業については、自立支援センターの設置の際に、民間   

賃貸住宅等の空き住戸などを活用し、ホームレスの社会復帰が円滑に行われるよう支  

援する。  

7 刑務所出所者等に対する社会復帰支援  2．5億円（1．7億円）  

（1）刑務所出所者等の地域生活定着支援（新規）  

各都道府県の保護観察所と協働して進める「地域生活定着支援センター」（仮称）に  

より、刑務所入所中から、福祉サービス（障害者手帳の発給、年金受給など）に繋げる  

準備を行い、刑務所出所者等の社会復帰を支援する。   

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（210億円）の内数）   

（2）刑務所出所者等に対する就労支援の推進（再掲・39ページ参照）  

2．5億円  

8 生活保護制度の適正な実施  2兆1，093億円（2兆162億円）  

（1）生活保護費国庫負担金  2兆585億円  
生活保護を必要としている者に対して適切に保護を行うため、生活保護制度に  

係る国庫負担に要する経費を確保する。   

（2）自立支援の着実な推進  
生活保護受給者の自立支援について、各自治体における自立支援プログラムに  

よる支援を着実に推進するとともに、新たに、就労意欲が低いなど就労に向けた  

課題を多く抱える者に対して、就労意欲を喚起するための支援等を実施する。  

（セーフティネット支援対策等事業費補助金（210億円）の内数）  

なお、母子世帯等に対して自立に向けたきめ細かな就労支援を行うとともに、  

母子加算については平成21年4月から廃止する（3年計画の最終年次）。   

（3）適正実施の推進  

課税調査の徹底、不正受給の防止など生活保護制度の適正実施を推進する。   



9 持続可能で安心できる年金制度の構築  

9兆8．593億円（7兆4，258億円）  

○年金給付費国庫負担金  

年金制度については、持続可能で安心できる制度を構築するため、平成21年4月   

から基礎年金国庫負担割合を2分の1とする。   



（参考）  

（単位：億円）  

厚生労働省予算   共済分予算   合計  

基礎年金国庫負担  

（36．5％相当）  （70，800）  （7，000）  （77，800）  

2分の1相当  93，000  9，400  102，400  

（差額）  （22，200）  （2，400）  （24，600）   

その他  5，600  2分の1引上げ所要   

2．5兆円  

合計  98，600  
厚生労働省年金国庫負担予算   

9．9兆円   
l  

※「その他」には、厚生年金の経過的国庫負担や国民年金の独自給付等が含まれる。   




